
蒲郡市公共工事に係る入札契約情報の公表事務取扱要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、公共工事に係る入札及び契約手続において、透明性及び公正

な競争性を確保するため、入札及び契約の過程に関する事項（以下「入札契約情

報」という。）を公表するに当たり、必要な事項を定めるものとする。 

（公表する情報） 

第２条 設計金額が４００万円を超える建設工事に係る入札契約情報のうち、次に

掲げる事項を公表するものとする。 

⑴ 毎年度の発注見通し 

⑵ 一般競争入札に参加する者に必要な資格 

⑶ 一般競争入札に参加しようとした者の商号又は名称 

⑷ 一般競争入札に参加させなかった者の商号又は名称及び参加させなかった理

由 

⑸ 指名競争入札に参加する者に必要な資格及び当該資格を有する者の名簿 

⑹ 指名競争入札に指名した者の商号又は名称及び指名した理由 

⑺ 随意契約した者の商号又は名称、随意契約した理由及び契約の相手方とした

理由 

⑻ 入札者の商号又は名称及び入札金額 

⑼ 落札者の商号又は名称及び落札金額 

⑽ 最低制限価格未満の入札をした者の商号又は名称 

⑾ 予定価格及び最低制限価格又は調査基準価格 

⑿ 金額の変更を伴う契約変更の内容及び変更理由 

２ 前項の規定にかかわらず、公共の安全と秩序の維持に密接に関連する工事であ

って、公表に適さない特別の事情があるものについては公表しない。 

（発注見通しの公表） 

第３条 前条第１項第１号の発注見通しの公表は、毎年度４月１日以後遅滞なく、

発注見通一覧表（第１号様式）により当該年度末までに発注する建設工事につい

て行う。 

２ 前項の発注見通しに変更が生じた場合には、当該年度の１０月１日を目途とし

て、変更後の発注見通しを公表する。 



 

 

（一般競争入札に係る情報の公表） 

第４条 第２条第１項第２号から第４号までに係る情報の公表は、次に掲げる事項

を公表することにより行う。ただし、第４号については、入札が不調の場合は公

表しない。 

⑴ 一般競争入札公告写し 

⑵ 入札参加資格者名簿 

⑶ 蒲郡市建設工事請負業者格付要領（以下「格付要領」という。）第８条の規

定に基づく格付名簿（以下「格付名簿」という。） 

⑷ 競争入札執行状況調書（第２号様式） 

⑸ 格付要領 

⑹ 蒲郡市建設工事請負業者選定要領（以下「選定要領」という。） 

（指名競争入札に係る情報の公表） 

第５条 第２条第１項第５号及び第６号に係る情報の公表は、次に掲げる事項を公

表することにより行う。ただし、第３号については、入札が不調の場合は公表し

ない。 

⑴ 入札参加資格者名簿 

⑵ 格付名簿 

⑶ 競争入札執行状況調書（第２号様式） 

⑷ 格付要領 

⑸ 選定要領 

（随意契約に係る情報の公表） 

第６条 第２条第１項第７号に係る情報の公表は、随意契約調書（第３号様式）に

より行う。 

（入札者等に係る情報の公表） 

第７条 第２条第１項第８号から第１０号までに係る情報の公表は、入札事務の整

理後、次に掲げる事項を公表することにより行う。ただし、入札が不調の場合は

公表しない。 

⑴ 競争入札執行状況調書（第２号様式） 

⑵ 入札結果調書（第４号様式） 

（予定価格等の公表） 

第８条 第２条第１項第１１号に係る情報の公表は、別に定めのある場合を除き、



 

 

入札事務の整理後、競争入札執行状況調書（第２号様式）により行う。ただし、

入札が不調の場合は公表しない。 

（契約変更に係る情報の公表） 

第９条 第２条第１項第１２号に係る情報の公表は、契約変更調書（第５号様式）

により行う。 

（公表の方法） 

第１０条 公表は、契約担当課が行うものとし、その方法は、インターネット又は

閲覧によるものとする。 

（公表の期間） 

第１１条 一般競争入札公告の写し、競争入札執行状況調書（第２号様式）、随意

契約調書（第３号様式）、入札結果調書（第４号様式）及び契約変更調書（第５

号様式）をインターネットへの掲載又は閲覧のため備え置く期間は、入札、見積

徴取又は変更契約を行った日から４年を経過する日の属する年度の３月３１日ま

でとする。 

２ 発注見通一覧表（第１号様式）、格付名簿、格付要領及び選定要領をインター

ネットへの掲載又は閲覧のため備え置く期間は常時とする。 

（委託業務等に係る情報の公表） 

第１２条 公共工事施工に係る測量、調査及び設計等委託業務、工事に要する材料

等の購入、製造の請負等に係る入札契約情報の公表については、これを準用する。 

附 則 

１ この要領は、平成１３年４月１日から施行する。 

２ 蒲郡市公共工事に係る入札結果等の公表事務取扱要領（昭和５７年６月１日

施行）は廃止する。 

附 則 

この要領は、平成１９年１０月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３０年６月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 



 

 

附 則 

この要領は、令和５年１月６日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年３月１７日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和７年７月１日から施行する。 



第１号様式（第３条、第１１条関係）

№
工事担当
課名

工事名称 工事場所
入札契約
方式

工事
種別

入札予定
時期

工期 工事概要
備考

(変更日等)

　　　年度　発注見通一覧表（通年・下半期）



第２号様式（第４条、第５条、第７条、第８条、第１１条関係）

工 事 概 要

入 札 年 月 日 発注担当課 予算担当課

蒲 郡 市 競 争 入 札 執 行 状 況 調 書

契 約 番 号

工 事 名

工 事 場 所 、 路 線 等 名 称

日間

　
円

円

入 札 者 名 指 名 理 由 第 １ 回 第 ２ 回 第 ３ 回 落 札 金 額（税込）

～

予 定 価 格 （税込） 円

最低制限価格（税込）

円 円 円

　

　

注）予定価格、最低制限価格、落札金額及び契約金額は、消費税及び地方消費税を含んだ金額であり、入札金額は税抜き金額である。

工 期

円 円

契 約 者 名 契　　　　約　　　　者　　　　住　　　　所 契約金額（税込） 消費税及び地方消費税



 

第３号様式（第６条、第１１条関係） 

 

    年度 随 意 契 約 調 書             

契約者の商号又は名称  

契 約 者 の 住 所  

工 事 名  

工 事 場 所  

工 事 の 種 別  

工 事 概 要 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 事 着 手 の 時 期  

工 事 完 成 時 期  

契 約 金 額  

業 者 選 定 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工 事 担 当 課  

委託業務にあっては「工事名」を「委託業務名」に、「工事場所」を「委託業務場所」に、「工

期」を「契約期間」に、物件の購入にあっては「工事名」を「物件名」に、「工事場所」を「納

入場所」に、「工期」を「契約期間」にそれぞれ読みかえる。 



第４号様式（第７条、第１１条関係）

　委託業務にあっては「工事名」を「委託業務名」に、「工事場所」を「委託業務場所」に、「工期」を「契約
期間」に、「工事価格」を「委託業務価格」に、物件の購入にあっては「工事名」を「物件名」に、「工事場
所」を「納入場所」に、「工期」を「納入期間」に、「工事価格」を「物件価格」にそれぞれ読みかえる。

入 札 結 果 調 書 （ 競 争 入 札 ）

執行分
契 約 番 号 発 注 担 当 課 受 注 者
工 事 名 予 算 担 当 課 請 負 金 額
工 事 場 所 、 路 線 等 名 称 期 間 ・ 工 期 消費税及び地方消費税



第５号様式（第９条、第１１条関係）

契 約 番 号

工 事 名

工事場所、路線等名称

契約者の商号又は名称

変　　　　更　　　　前 変　　　　更　　　　後

契 約 金 額 （ 税 込 ）

発 注 担 当 課

予 算 担 当 課

工 期

変 更 の 理 由

　委託業務にあっては「工事名」を「委託業務名」に、「工事場所」を「委託業務場所」に、「工事概要」
を「委託業務概要」に、「工期」を「契約期間」に、物件の購入にあっては「工事名」を「物件名」に、
「工事場所」を「納入場所」に、「工事概要」を「物件概要」に、「工期」を「納入期間」にそれぞれ読み
かえる。

工 事 概 要

契 約 変 更 調 書


